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「（一社）日本建設業連合会 建築設計部門年次アンケート 2025」より 

はじめに 

（一社）日本建設業連合会（以下、日建連）の会員企業である総合建設会社では、お客様のご要望

に沿った最良の建築サービスを提供するため、設計施工一貫方式、設計施工分離方式、ECI方式など多

様な発注方式に対応しています。その発注方式のひとつである「設計施工一貫方式」は、設計と施工

の一体化により、施工者のノウハウや固有技術を活用した設計が可能な方式です。これにより、プロ

ジェクトの効率性が向上し、コスト削減や工期短縮が可能となります。日建連では、総合建設会社の

総合力を最大限に活用できる設計施工一貫方式のさらなる普及促進に取組んでおります。  

なお、日建連では旧建築業協会時代の 1992年より、会員各社の建築設計部門の実情を把握し、建築

業界としての提言や方策を講ずる基礎資料として、会員各社を対象に「建築設計部門に関する年次ア

ンケート」を毎年実施しており、2025 年度もアンケートを実施し、報告書を取りまとめました。発注

者や関係者に対して安心してプロジェクトをお任せいただけるよう、この調査結果のうち、設計施工

一貫方式普及の指標となる「設計施工一貫受注額」「設計施工率」と、その業務を支える「設計関連

有資格者数」について、2024年度に引き続き発表いたします。 

また、今年度より厚生労働省「女性活躍推進法」への対応状況を把握し、建設業に関心を持ってい

る女性（女子学生等）に向けた情報提供として、建築設計部門における「女性社員数」「女性管理職

社員数」についても調査し、公表いたします。 

調査概要 

調査対象：（一社）日本建設業連合会 建築本部委員会参加会社 58社 

調査時期：2025年 7月 1日現在（ただし、(1)設計施工率は 2024年度の受注額から計算） 

（1） 設計施工率（国内、有効回答 58社）

設計施工一貫受注額 設計施工率 昨年比 

単独設計 5,788,257百万円 48.5％ +3.2p

共同設計 759,989 百万円  6.4％ -0.7p

単独設計＋共同設計 6,548,246百万円 54.9％ +2.5p

註）・設計施工率＝設計施工一貫受注額/建築工事受注額 

・建築工事受注額（国内）…11,941,809 百万円（昨年より+596,125百万円,5.3％増加）

・設計施工一貫受注額  … 6,548,246百万円（昨年より+599,077百万円, 10.1％増加）

・共同設計は他社と共同で設計したもの。設計業務範囲に関わらず受注工事金額を

設計施工一貫受注額としている。 

・JV工事の場合は、JV工事の持分を算入
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（2） 設計関連有資格者（有効回答 58社）

保有数 増減人数 増減率 保有率 昨年比 

一級建築士 6,424人 +87人 +1.4% 57.7% -0.6p

構造設計一級建築士 1,140人 +15人 +1.3% 10.2% -0.1p

設備設計一級建築士 581人 -14人 -2.4% 5.2% -0.1p

建築設備士 1,068人 +15人 +1.4% 9.6% -0.1p

註）・保有率＝保有者数/建築設計部門所属人数 

・建築設計部門所属人数･･･11,136人（昨年より＋261人、＋2.4％増加）

･「増減人数（増減率）」及び「昨年比」は昨年よりの変化を示す。

（3） 女性社員数・女性管理職社員数（有効回答 58社） ※新規調査項目

人数 増減人数 増減率 構成比 昨年比 

女性社員 2,538人 －人 －% 22.8% －p 

女性管理職社員 287人 －人 －% 8.4% －p 

註）・構成比=女性社員数/建築設計部門所属人数,女性管理職社員数/建築設計部門管理職数 

・建築設計部門所属人数･･･11,136人、建築設計部門管理職社員数･･･3,434人

･「増減人数（増減率）」及び「昨年比」は昨年よりの変化を示す。

以上 

本件に関する問い合わせ先 (一社)日本建設業連合会（担当：正田） 
 電話 080-6645-8511（建築・安全環境グループ）  
東京都中央区八丁堀 2-8-5 東京建設会館 


